
○ 大学生の就職活動が３年生の秋からと早期化しており、教育を行う
上で支障がある。他方、４年生の秋まで就職先が決まらない学生もお
り、４年生から就職活動がしっかりできるようにすべきではないか。

（答）
１．新規学卒者の就職・採用活動については、平成９年度から、それまでの
就職協定に変わり、大学側（大学等関係団体により構成される「就職問題
懇談会 ）が「申合せ」を、企業側（日本経団連）が「倫理憲章」をそれ」
ぞれ定め相互に尊重するという方式が採られており、その中で、採用選考
活動の早期開始の自粛、特に卒業学年に達しない学生に対する面接等実質
的な選考活動を厳に慎むこと、また、男女雇用機会均等法の精神に反する
採用選考活動は一切行わないことなどが盛り込まれているところである。

２．文部科学省としては、このような関係者間の行動の下、就職・採用活動
が、良識ある形で行われることが重要と考えており、各大学に対する通知
や、大学の就職指導担当者や企業の人事採用担当者が参加する会議など様
々な機会を通じて、大学に対しては、
①「申合せ」の周知徹底
②学生一人一人に応じた、きめ細かな就職指導の充実

を図るようお願いするとともに、企業等に対しては、
①大学の学事日程を尊重した採用選考活動の早期開始の自粛
②女子学生に対する実質的な男子学生との機会均等
③就職未内定者に対する就職機会の確保

について要請しているところである。

３．さらに、大学に対しては、学生が早い段階から自己の能力、適性に応じ
て適切に職業を選択できるよう、インターンシップの導入やキャリア教育
の充実をはじめ、大学教育の中で、学生に自分の将来の職業や進路を考え
させる機会をより多く与えるための積極的な取り組みについて呼びかけて
いるところである。

、 、 、今後とも 文部科学省としては 一人でも多くの学生が就職できるよう
就職機会の確保に引き続き努めていく。





記 
 
 
１ 大学側の「申合せ」及び企業側の「倫理憲章」等の趣旨について、教職員及び学生に

対して、研修やガイダンスの場など様々な機会や方法を通じて、周知徹底するとともに、

その趣旨を踏まえ、企業へ必要な働きかけを行う等十全の措置をとること。 
 
 
２ 大学側の「申合せ」及び「養成」において、本人の資質、能力に関係のない形式的理

由による差別を受けることのないよう、学生の応募書類については、大学等指定書類と

するよう企業側に要請することとしているが、大学等指定書類のうち、履歴書及び自己

紹介書については、正課外の多様な活動状況などを記載する欄を設けるなど、必要に応

じ工夫を行うこと。 
 
 
３ 職業安定法第３３条の２の規定に基づき、大学等における就職業務担当者の明確化を

図るなど、職業紹介体制を整備すること。また、教員を含め、全学的な就職指導体制の

整備に努めること。 
 
 
４ 採用内定については、企業等の意思表示が文書によらない等不明確な場合には、採用

内定をめぐるトラブルが生じる恐れがあるので、適切な指導等を行うよう努めること。 
 







 
 

平成１７年度大学、短期大学及び高等専門学校卒業予定者の就職・

採用活動については、企業側の「倫理憲章」と大学側の「申合せ」を

双方が遵守し、行動することを期待する。 
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